
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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①
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事務事業名

基 本 目 標

政 策 170田下　陽一

作成日

内線

認可外保育施設健康衛生事業

部局名

   認可外保育施設に対し、薬品・衛生材料、保育材料など園児の安全・衛生対策に対して助成を行う。
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子育てと仕事の両立
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担当者名

款

認可外保育施設健康衛生事業

   認可外保育施設が実施する園児の安全・衛生対策を推進し、保育環境の充実を図る。
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平成 年度事務事業評価表（一般事業・継続）28
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大村市すくすく保育支援事業補助金交付要綱
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   認可外保育施設　（認可外保育施設運営支援事業の対象となる施設を除く。）
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事業内容事業内容

個 別 計 画

負担金・補助金事業

おおむら子ども・子育て支援プラン

廣松　なな恵 内線

会計 一般会計
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

   補助金単価は、国県の補助基準に基づき設定している。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

   認可外保育施設の適正な保育環境を確保するため、県が行う認可外保育施設立入調査に同行する
など、保育状況の把握に努めた。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　昨年は事業実施施設が減少した。今後は、積極的に事業実施を促し、 認可外保育施設の適正な保
育環境を確保し、保育内容や保育環境の把握に努める。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

   認可外保育施設の保育環境、保育内容の向上につながる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

   国県の事業実施要綱に基づき市の負担割合が規定されており、見直しの余地はない。
　・認可外保育施設ほのぼの育成事業費補助金　県1/2、市1/2
　・保育対策総合支援事業費補助金　国1/3、県1/3、市1/3

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

   本事業に基づいて適正な健康診断、歯科検診等が実施されることによる園児の安全と衛生対策の成果は高い。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

   多様な保育サービスの提供は、子育て支援の充実に有効である。

やや低い

該当なし

　

高い やや高い 低い

低い

   認可外保育施設は、待機児童の抑制と認可保育所にない柔軟な対応やサービスの提供の役割を担っている。保護者の需要
は高く、認可外保育施設の健全な運営のために市が関与する必要性は高い。

該当なし

低い 該当なし

   認可外保育施設における園児の安全面・衛生面の対策は重要である。

低い 該当なし

No.2


